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国税庁がまとめた2014年度相続税の物納申請状況

等によると、今年３月までの１年間の物納申請件数

は209件で前年度比28.1％減となったが、金額では

大口案件があったため同262.0％増の286億円と大幅

増加。件数は５年連続の減少、金額は５年ぶりの増

加となった。

物納申請件数は、バブル崩壊後の1990年度以降、

それまで年間400～500件程度に過ぎなかったもの

が、バブル期の地価急騰及びその後の地価急落で、

路線価が地価を上回る逆転現象が起こり、土地取引

の減少から土地を売ろうにも売れず、1990年度に1,238件、1991年度に3,871件、そして1992年度には１万２千件台まで急増した。

しかしその後は、事前に相続税額を試算して納税準備をするなど相続開始前から納税対策を行う納税者が増えたことなどから、

1999年度以降は年々減少。2014年度も５年連続の減少となっており、2014年度の申請件数はピーク時1992年度（１万2,778件）のわ

ずか0.9％、金額でも同じくピーク時1992年度（１兆5,645億円）の0.2％にまで減少している。

一方、処理状況をみると、前年度からの処理未済を含め前年度比34.2％減の131件、金額では同306.8％増の301億円を処理した。

金額は大口案件があったため。処理の内訳は、全体の７割強の88件が許可されて財務局へ引き渡され、物納財産として不適格と

して18件が却下、残りの25件は納税者自らが物納申請を取り下げている。

2014年度物納申請は５年連続の減少　  　　　　
ピーク時1992年度の0.9%まで減少

税理士の

相続税の物納は、「延納によっても金銭での納付が困難である事由があること」などの

要件を満たした場合にのみ認められる制度です。

物納申請は却下されることもあり、昨年は実際に申請の約1割が却下されました。相

続が起こって残された遺族が困らないようにするためにも、

状況を把握して、相続資金の準備、対策を事前にすることをお勧めいたします。
税理士　東海佳宏
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就業規則見直しの必要性

近年、雇用形態の多様化により処遇の問題が表面化したトラブル、また、解雇や時間外手当不払い等に関する労使紛争が増加傾

向にあります。

さらに、ここ数年、労働基準法等の改正が頻繁に行われたことも反映して、職場の規律、服務規律、賃金等の処遇を定めた会社

の規範である就業規則の見直しの必要性が高まっています。

労働基準法第89条は、常時10人以上の労働者を使用する使用者の就業規則作成（変更を含む）・届出義務及び記載事項について規

定していますが、この時代にあっては、企業の業種や規模、業態によって異なる労働条件や経営方針を明確にする就業規則・諸

規定が法律にかかわらず必要不可欠のものとなっています。

会社が事業運営にあたり多数の社員を継続的に雇用するためには、一定の秩序のもとに有機的、組織的に就業させることが必要

となります。就業規則は、「経営サイドの要請に基づき、その秩序を作り維持するために社員が遵守すべき服務規律や労働条件等

を画一的、統一的に定め、明文化し社員に周知させたもの」と一般的には定義されています。

就業規則に求められる意義や効果は、一定の秩序の下、社員を有機的、組織的に就業させることです。労使間の雇用環境の変化

や就業形態の多様化により、労使間の労働条件をめぐるトラブルはますます増加している中で、就業規則を策定し、正しく運用

することにより、例えば、次のような意義や効果が期待できます。 

①会社が、社員の雇用において生ずる様々なリスクに備えることができる。

②労使間の労働条件や服務規律の理解や解釈の違いから起こるトラブルを未然に防げるようになる。

③万が一、労使間でトラブルが生じた際、その解決の道しるべとなる。

④労働条件の明文化により、社員に安心感や公平感を与えることができる。

⑤社員のやる気の向上や明るい職場の形成につながる。

⑥結果的には、会社の発展に寄与する。

社労士の

就業規則は事業所のルールブックです。このルールブックがないと、労働者の様々な問題に一定のルールを持っ

て対応することができなくなり、労働者の不信感を招いたり、労使間のトラブルに発展する危険性が高まりま

す。また、一度作ったきりで見直しをしていない就業規則は、法改正や世間の流れに対応できていない形だけ

のルールブックになってしまいます。

労使ともに安心して働けるように就業規則の作成、定期的な見直しを行い、トラブルを未然に防げる体制を整

えておきましょう。
社労事業部　西山早苗

（１）労使トラブルの現状

（２）就業規則とは

（３）就業規則の意義とその効果
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